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日中サービス支援型共同生活援助事業所の開設について 

 

１ 趣 旨 

「日中サービス支援型共同生活援助（グループホーム）」の運営にあたっては、地域に

開かれたサービスとすることにより、当該サービスの質を確保する観点から、事業者は、

地方公共団体が設置する協議会等に対し、定期的に（年 1回以上）事業の実施状況等を

報告し、評価を受けるとともに、必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければならな

いと基準省令第 213 条の 10 に定められています。 

また、都道府県知事が必要と認める場合には、事業指定の申請にあたり、協議会等に

対し、運営方針や活動内容等を説明し、評価を受け、その内容を知事に提出することと

されています。 

  今回、次の事業所が開設予定のため、評価（要望、助言等）を行うものです。 

 

２ 開設予定事業所 

項 目 内  容 

運 営 法 人 株式会社ビジョナリー(愛知県名古屋市) 

事 業 所 名 NOIE OGAKI（ノイエ オオガキ） 

開 設 予 定 地 大垣市坂下町 137-1 

事業開始予定 令和 9 年 3 月 

定  員 20名 (短期入所 2 名) 

運 営 方 針 等 共同生活援助事業所の申請調書のとおり 

 

３ 評価（要望・助言）の視点 

 ⑴ 地域に開かれた運営（地域住民との交流の機会の確保、ボランティア受入等） 

⑵ 短期入所の併設（緊急的利用のニーズへの対応等） 

⑶ 支援の実施（利用者が充実した地域生活を送るための外出や余暇活動等の支援、支援

の質の確保、重度化・高齢化等のニーズへの対応等） 

⑷ 利用者の状況（障害特性（医療的ケア・強度行動障がい）のある方の受入等） 

  



 

【参考】法人が運営するその他の障害福祉サービス等事業 

事業所名 サービス名 住所 指定年月日 定員 

HIDAMARI 

ICHINOMIYA 

居宅介護 

行動援護 

同行援護 

愛知県一宮市小信中島字

東鵯平 63-2 

H21.2.1 － 

HIDAMARI no KI 放課後等デイサービ

ス 

愛知県一宮市小信中島字

東鵯平 63-2 

 

H26.8.1 10名 

NOIE OKUCHO 共同生活援助 

(介護包括型) 

愛知県一宮市奥町字川崎

22 

H29.10.1 10名 

NOIE GINAN 共同生活援助 

(日中サービス支援型) 

岐阜県羽島郡岐南町八剣

9-110 

R2.10.1 10名 

atto 生活介護 愛知県一宮市小信中島東

鵯平 65-1，65-2 

R3.12.1 20名 

ten. 一般相談支援 

特定相談支援 

障害児相談支援 

愛知県名古屋市中村区竹

橋町 37番 3号 

R5.1.1 － 

 



（第２号様式） 

共同生活援助事業所の申請調書 

 

項目 具体的な内容 

共同生活

援事業所

情報 

開設（予

定）事業

所 

（法人名、事業所名、所在地、事業の開始(予定)年月日、定員） 

 法  人  名：株式会社ビジョナリー 

事 業 所 名：NOIE OGAKI（ノイエ オオガキ） 

所  在  地：岐阜県大垣市坂下町137番地1 

開始年月日：日中サービス支援型共同生活援助・短期入所 令和9年3月1日  

定   員：20名 

※まず１階フロア（10床）を開所し、人員や利用者様の状況をみて２

階の開所申請をさせて頂く予定 

短期入所

を実施す

る住居 

（事業所名、床数、型（単独型・併設型・空床利用型）） 

・NOIE OGAKI（ノイエ オオガキ） 

・2 室（定員2名） 

・併設型 

主たる対

象者 

 

 身体障害者 ・ 知的障害者 ・ 精神障害者 ・ 難病等対象者 

※特定する場合はその理由 

 

法人概要 運営法人

概要（主

な事業

等） 

株式会社ビジョナリー 

・訪問介護 ・訪問看護 ・グループホーム運営 等 

 

法人が運

営する 

障害福祉

サービ 

ス等事業

（当該 

事業所を

除く） 

 

（事業所名称、所在地、サービス種類、指定年月日、定員） 

 

・HIDAMARI ICHINOMIYA 一宮市小信中島字東鵯平63-2 

 居宅介護・行動援護・同行援護 平成21年2月1日 

・HIDAMARI no KI 愛知県一宮市小信中島字東鵯平63-2 

放課後等デイサービス  平成26年8月1日 定員10名 

・NOIE OKUCHO 愛知県一宮市奥町字川崎22 定員10名 

 介護包括型共同生活援助 平成29年10月1日 

・NOIE GINAN  岐阜県羽島郡岐南町八剣9-110 定員10名 

日中サービス支援型共同生活援助・短期入所 令和2年10月1日 

・atto  愛知県一宮市小信中島東鵯平65-1，65-2 

生活介護   令和3年12月1日 定員20名 

・ten. 名古屋市中村区竹橋町37番3号 

一般相談支援・特定相談支援・障害児相談支援 令和5年1月1日 



運営・支

援方針 

 

当該事業

所の申 

請に至っ

た経緯、

目的等 

（当市で事業を行うに至った経緯等） 

岐阜県の中で、日中サービス支援型の事業所が少なく、地域の拠点

としてサービスの必要性を感じたからです。利用者様と地域住民の方

が触れ合っていただく事で、より、障がいを持った方へのご理解をい

ただくと共に、地域を明るくしていく関わりを目指していきます。 

 

支援の基

本方針 

（支援に対する考え方等） 

既存の共同生活援助では重度支援体制加算・強度行動障害社体験利

用加算の取得実績があり、一般的に懸念となっている重度支援対象

者、特に行動障害の利用者様を受け入れることができる施設にしてい

きます。 

 

日中の主

な支援 

方法 

 

（支援事例） 

掃除、洗濯等、日常生活の家事等を出来る限り行っていただき、で

きない部分を補助しながらADL・IADLの向上と社会・在宅復帰を目指す 

支援を行います。また運動不足の予防で散歩に出かけたり、レクリ 

エーションを行い、体を動かすことを取り入れていく予定です。 

 

 



（第４号様式） 

利用者及びその家族からの苦情を解決するために講ずる措置の概要 

 

措置の概要 

１ 利用者又はその家族からの相談又は苦情等に対応する常設の窓口（連絡先）、担当者 

① 窓口設置場所   名古屋市中村区竹橋町37番3号 

           「株式会社ビジョナリー」経営管理本部 

            TEL:052-218-2571 

② 窓口開設時間   午前9時00分から午後6時00分まで 

③ 対応者      本社苦情受付責任者：長沼 圭祐  

④ その他      事業の休業日及び午後6時00分以降についても携帯電話により対応 

 

２ 円滑かつ迅速に苦情を解決するための処理体制・手順 

① 相談及び苦情の対応 相談又は電話があった場合、原則として苦情受付責任者が対応す

る。苦情受付責任者が対応できない場合、他の職員でも対応するが、その旨を解決責任者

に直ちに報告する。 

② 確認事項 相談又は電話については、次の事項について確認する。 

⇒相談又は苦情のあった利用者の氏名、提供したサービスの種類、提供した年月日及び時

間、担当した職員の氏名（利用者がわかる場合）、具体的な苦情・相談の内容、その他

参考事項。 

③ 相談及び苦情処理期限の説明相談及び苦情の相手方に対し、対応した職員の氏名を名乗

るとともに相談・苦情を受けた内容について、回答する期限を併せて説明する。 

④ 相談及び苦情の処理 

・概ね次の手順により、相談及び苦情について処理する。 

ア 事業所内において、苦情対応者、解決責任者を中心として相談・苦情処理のための

部会・会議を開催する。 

イ 問題点の整理、洗い出し及び今後の改善策についてのディスカッションを行う。 

ウ 部会での会議において検討し、具体的対処者を決定する。 

エ 文書により回答を作成し、対処者が事情説明を利用者に対して直接行ったうえで、 

文書を渡す。 

オ 苦情処理の場合、その概要についてまとめたうえで利用者を担当する居宅介護支援 

事業者及び地域包括支援センター、市町村及び国民健康保険連合会に対して報告を行

い、更なる改善点について助言を受ける。 

カ 事業実施マニュアルにおいて改善点を明記し、再発の防止を図る。 

 

 ※具体的な対応方針 

・利用者から苦情があったサービス業者への対応は、次の手順により行う。 

① 事業管理者又は担当相談支援専門員が直接当該サービス事業者に利用者からの苦情

内容を伝えるとともにそれに対するサービス事業者の認識について説明を受ける。 

② 事業管理者及び担当相談支援員がサービス事業者に改善策を求め、それについて評

価・助言を行う。 



③ 両者で最終的に合意･決定した改善策を文書でまとめ、事業管理者とサービス事業者

が一緒に利用者への改善策を説明して了解を得るとともに、文書を渡す。 

④ その後においても、サービス事業者のサービス内容について改善がみられなかった

り、再度利用者から苦情があった場合は、サービス事業者の変更を含めた対応を図る。 

 

３ その他参考事項 

サービスの提供にあたり、利用者からの苦情処理があがらないよう接遇などについて徹底 

するほか、適宜研修を実施し、より利用者の立場に立ったサービス提供を心掛けるよう、職

員指導を行う。 

苦情まで至らないケースであっても、利用者から希望相談などがあった場合、事例検討会

などでの検討材料とし、以 後のサービス提供に資するよう、工夫する。 また、提供者・利

用者の双方が気分よくサービスを利用できるよう、職員の健康管理にも充分配慮する。 

 

 



（第５号様式） 

虐待防止のために講ずる措置の概要 

 

措置の概要 

 

１ 虐待防止の責任者（氏名・役職） 

・小森 高幸 

・福祉事業本部ディレクター 

 

２ 従業者の虐待についての理解を深めるための取組み（時期・回数、内容・講師等） 

・入職時における新人研修「基本的な身体拘束、虐待防止 等」 

・年に1回 全職員に対し「虐待防止・身体拘束適正化」についての社内研修を実施する。 

・身体拘束適正化、虐待防止に関する委員会（年４回） 

・外部講師：烏野猛氏（一般社団法人 烏野財団）による管理者向け研修（年１回） 

 

３ 虐待の防止・早期発見のための取組み 

・社内研修の中で、社員にアンケートを実施し、事業所の実態を確認する。 

・厚生労働省虐待防止手引きより虐待防止チェックリストを活用する。 

 

４ 虐待発生時の対応 

・虐待した職員に対しては、なぜ虐待を起こしたのか、その背景について聞き取り、原因を分

析いたします。 

・虐待発生の原因を明確化及び虐待を防ぐための具体策を策定後、行政に対し報告を行いま

す。その後、行政の改善指導等に従い、今後の再発防止に向けた事業運営を行います。 

 

５ 虐待発生後の対応 

・法人として責任の所在に応じた処分を行います。処分に当たっては、労働関連法規及び法人

の就業規則の規定等に基づいて行い、悪質な事例の場合は厳正な処分を行います。 

・また、処分を受けた者については、虐待防止や職業倫理などに関する教育や研修の受講を義

務づけるなど、再発防止のための対応を徹底して行います。 

 

６ その他 

   

備考 上の事項は例示であるので、これにかかわらず適宜項目を追加し、その内容について具体 

的に記載してください。 

 

 
























